
百万円

百万円

－

－

百万円

百万円

百万円

百万円

100 ％

百万円

エグゼクティブオフィス（運営委員との連絡調整）
学務部学務・ワークショップ課（運営委員会の庶務）
※上記の部署は、当該業務以外も担当しているため、人数の算出は困難。

事
業
/
制
度
概
要

実施体制

独立行政法人名 沖縄科学技術研究基盤整備機構 事業名 運営委員会の経費

担当法人内組織名 総務グループ総務課 平成17年度

対　象
（誰/何を対象に）

目　的
（何のために）

－

事務・事業の
スキーム（決定スキー

ムを含む）

先端的な学際分野において、国際的に卓越した教育研究を行う大学院大学を設置するという機
構の目的を実現するため、機構の重要事項の審議、理事長任命に係る大臣への意見具申及び業
務実施状況の監視を行うとともに、理事長の諮問に応じて機構の業務に関し重要事項について
意見を述べ、又は大学院大学の在り方等について建議するなど、機構の運営の方向性を長期的
な観点から審議する。

32

これまでの実績から概ね３千万～４千万円の事業費が見込まれるが、運営委員会の経費は運営
費交付金（8,167百万円）から支出される予定であり、いわば「渡し切りの交付金」として措置
されているため、国の予算においては、「運営委員会の経費」として内訳を特定することは困
難。

－ －

Ｈ19(決算額)

－

箇所

コ
ス
ト
　
※

総　計

事業実施状況

人件費

事業費

総　額
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百万円

百万円

その他（　　　　　）

施策・事業シート（概要説明書）

担当府省・局・課室名 事業振興室長　中村

事業開始年度

内閣府沖縄振興局総務課事業振興室 作成責任者

平成22年度事業費内訳
（補助金の場合は負担割合

等も）

これまでの事業費等
（単位百万円）

－　Ｈ22（予算）

Ｈ20（決算額）

年　度

37

－

予算執行率

独立行政法人
沖縄科学技術研究基盤整備機構法

第13条

【構成員】機構法に基づき、科学技術に関して優れた識見を有する者その他の学識経験を有す
る者のうちから、内閣総理大臣が任命する。
【所掌】機構法に基づき、機構の重要事項の審議、業務実施状況の監視、大学院大学の在り方
等の建議等を行う。

実施方法

関係する通
知、計画等

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構法案
に対する附帯決議（平成１７年３月、衆・参　沖縄及び
北方問題に関する特別委員会）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　　）

■直接実施

□業務委託等（委託先等：           　　　　　　　 ）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　　　　　　　実施主体：　　　　　　　）

根拠法令（具体的な条文
（○条○項など）も記載）

単位 Ｈ１９年度

－ 箇所

－ －

－

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度

備考（契約の実績等）

随意契約比率：14%
（代表例）
【随意契約】会場の借料：沖縄全日空リゾート株式会社
【一般競争】会場の借料：株式会社東京ヒューマニアエンタプライ
ズ

随意契約比率：9%
（代表例）
【随意契約】同時通訳機材費等借料：株式会社タケナカ
【一般競争】会場の借料：株式会社ホテルオークラ東京

百万円

【活動指標名】/　年度実績・評価

－

－％ － －

※「コスト」に係る「事業費」及び「人件費」の区分は、当該区分に対応した予算区分を設けていないため、別個に区分す
ることは困難である。

－

－

－
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Ｈ21（実績） 31

随意契約比率：17%
（代表例）
【随意契約】通訳・議事録作成費用等：株式会社コングレ
【一般競争】会場の借料：株式会社ニューオータニ

百万円 計（Ｂ） －

－

平成21年度実績額

財
源

国
費
等
（
Ａ
）

自己収入（　　　　　）

その他（    　     ）

国費等依存率（Ａ/Ｂ）

運営費交付金

施設整備費補助金
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－

事業番号Ａ-１



独立行政法人名 沖縄科学技術研究基盤整備機構 事業名 運営委員会の経費

担当法人内組織名 総務グループ総務課 平成17年度

施策・事業シート（概要説明書）

担当府省・局・課室名 事業振興室長　中村

事業開始年度

内閣府沖縄振興局総務課事業振興室 作成責任者

事業番号Ａ-１

目標達成状況
（中期目標等に係る指標の

達成状況等）

【成果指標名】/　年度実績・評価 単位

事業/制度の
自己評価・独法評価委員会

による評価

諸外国での類似事業の例

（自己評価）
運営委員会は、平成20年7月28-30日に沖縄及び東京で、また、平成21年2月16-17日に東京で、
年度計画どおりに計2回開催された。
（内閣府評価委員会評価結果）
運営委員会の審議の概要等について、機構のホームページや業務実績報告書等において、分か
りやすく説明し、透明性を高める必要がある。
（政策評価・独立行政法人評価委員会）
なし

米国の大学では合議体（大学理事会）を意思決定機関として、方針決定や業務運営の監督を行
うことが通常である。機構の運営委員会はこうした点も参考にしつつ、独立行政法人制度の枠
内で設置したもの。
他方、構成員の半数（5名）がノーベル賞受賞者であるという例は稀であり、このような著名で
実績のある運営委員の構成は、機構が国際的に卓越した研究等を行う上で大きな強みとなって
いる。

－

Ｈ１９年度

２１年度計画
における記載

中期目標に
おける記載

中期計画に
おける記載

平成23年3月までに文部科学省への認可申請を行うため、これに必要な教育研究に関する基本的な
機能の検討・整備を進める。機構運営委員会及び機構内部の検討会である大学院大学設立準備ワー
キンググループ、大学院大学の設立委員会の検討において打ち出される方針を踏まえ、認可申請書
に記載する課程の修了要件、入学方針、教育課程、及び教育研究上の基本組織（研究科、専攻等）を
準備する。（中期計画期間：平成21年4月1日～平成24年3月31日）

Ｈ２０年度

（沿革）
・平成17年4月　独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構法の制定
・平成17年9月　独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構の発足
・平成18年1月　第1回運営委員会
・平成20年7月　大学院大学の制度設計の概要等を示す「新大学院大学の青写真」を策定
・平成22年3月　第9回運営委員会

－

運営委員会策定の「新大学院大学の青写真」（平成２０年７月）を踏まえ、内閣府が沖縄科学技術大学
院大学学園法案を作成するなど、国は大学院大学の重要方針に関する運営委員会の意見を十分に
踏まえ、大学院大学の開学に向けた取組を推進している。
また、機構法において、理事長の任命に関し、内閣総理大臣に意見を述べることや、同法案の附帯決
議において、内閣総理大臣は、運営委員の任命については運営委員会の意見を尊重することとされて
いる。

－

－

－

過去の行革等における
指摘事項（整理合理化計画

等）

他の主体（国、自治体、他
独法、民間等）による類似

事業
同様の目的・機能を担っている合議体はない。

Ｈ２１年度

－

機構法に基づき恒常的に設置されている合議体であり、年度計画に特段記載していない。

平成23年3月までに大学院大学の設置の認可申請を行うため、教育研究上の基本組織（研究科、専攻
等）、収容定員、教育課程、課程の修了要件等、大学の設置認可に必要な事項について、運営委員会
における検討も踏まえつつ、別紙の示す開学時の姿を念頭に置いて逐次準備を行う。（中期目標期
間：平成21年4月1日～平成24年3月31日）

他の主体（国、自治体、他
独法、民間等）との連携・

役割分担

特記事項
(事業/制度の沿革、事業の
効率化に向けた取組み、昨
年の事業仕分けにおける指
摘事項及びその対応等)

先端的な学際分野において、国際的に卓越した教育研究を行う大学院大学を設置するという機構の目
的を実現するためには、世界の科学技術の潮流を的確に把握し、将来を展望できる内外の特に功績
顕著な科学者等の参画を得て、その合議により、機構の重要事項の審議、大学院大学の在り方（教育
研究内容等）等の検討を行う必要がある。

事業/制度の
必要性



 

１．事業及び法人の概要 
 
（１）沖縄科学技術大学院大学は、沖縄振興特別措置法 

（平成１４年）及び沖縄振興計画に基づく、沖縄の 
自立的発展に向けた主要施策の一つ。 

 
［大学院大学の主な特徴］ 

・ 先端的な学際分野において国際的に卓越した教育研究 

・ 学部を置かず、博士課程のみにより高度な人材を育成  

・ 教育研究は英語で行い、教員・学生の半数以上を外国から 

獲得するなど、高度に国際的な環境を実現   等 
 

［期待される沖縄振興の効果］   
① 沖縄が科学技術の国際的な情報発信・交流拠点となる 

  ② 知的クラスター（研究機関・企業の集積）の形成 
③ 科学技術に関する人材の育成   等 

 

（２）沖縄機構は、大学院大学の設置準備を目的に１７年に新設された過渡的な法人。  
⇒ ２３年度中の学校法人成立時に解散。（※新法人に必要な権利・義務は承継） 

 

２．大学院大学の準備状況 
  
（１）２４年度開学に向け、研究実績を積み、国際的評価を得るため、先行的研究を実施。 
 

・ ２３の研究ユニット(主任研究者２３人、うち外国人１３人) 。２７ヵ国・地域から集まった総計１７３人

（うち外国人６４人（約４割））が研究事業に従事 

・ 研究分野： 神経科学、分子科学、数学・計算科学、環境科学（海洋生物研究等）の４分野 

・ 国際ワークショップの開催 （２１年度：計８回、参加者３６２人（うち海外の大学等から１７５人）） 
 
（２）沖縄科学技術大学院大学学園法（２１年７月制定）に基づき、学長の選考、教育課

程の作成、事務局体制の整備等の準備中。  

⇒ 設立委員が、２３年３月に文部科学大臣に認可申請予定 
 
（３）沖縄県恩納村において研究棟等を整備（２２年３月一部供用開始） 
   

※ 本年３月、沖縄担当大臣から、平成２４年度開学に向け、早急に管理運営体制を強化するよう指示。 

取組状況について、厳格なフォローアップを実施していく。 

 

３．沖縄機構の主要役員・機関 
  
（１）理事長： シドニー・ブレナー（２００２年ノーベル医学・生理学賞） 
        ⇒ 機構の業務全体を総理、特に内外の卓越した研究者採用、国際的知名度向上等に尽力 
 
（２）理  事： ロバート・バックマン（元米国立衛生研究所・脳卒中研究所副所長） 
        ⇒ 沖縄に常駐し、管理運営・研究の両面について指揮   
 
（３）運営委員会： 次頁参照 

 

沖縄科学技術研究基盤整備機構について 

 

那覇 
◎ 

うるま 
 ● 

恩納村 
   ● 

名護 
○ 

沖縄本島地図 

・琉球大学 

・国立沖縄高専 

大学院大学 
恩納キャンパス

先行的研究事業 
（順次新キャンパスに移転）



 
 

１．運営委員会の概要 
 
［必要性・役割］ 
 
・ 先端的な学際分野において、国際的に卓越した教育研究を行う大学院大学を設置

するという目的の実現には、世界の科学技術の潮流を的確に把握し、将来を展望で
きる内外の特に功績顕著な科学者等の参画が必要。 

 
・ 国立大学の役員会等（特に学外の非常勤理事）と類似する役割を担う機関として、

科学者等の合議により、①機構の重要事項（中期計画等）の審議、②理事長任命に
係る意見具申及び業務実施状況の監視、③大学院大学の在り方等の検討を行う。 

 
［構成員］ 
  機構法に基づき、内閣総理大臣が任命。（１０名：うちノーベル賞受賞者５名） 
     

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

２．運営委員会の活動内容・成果及び経費 
 
［主な活動内容・成果］ （過去９回の会合。会議出席時以外にも、委員間で意見交換等を行っている） 
 
（１） 大学院大学の在り方等について、その骨格となる重要事項を協議。 

（例）・ 環境科学分野の立ち上げ検討を確認 （２０年１月） → ２０年度以降、同分野のユニットを創設 

・ 若手の活躍の場として、若手代表研究者制度創設の方針確認 （２０年１月） → ２１年度から実施 

・ 「新大学院大学の青写真」を作成 （２０年７月） → これを踏まえ、国は学園法案を作成し、２１年 

７月成立（全会一致）。 
  

（２） ノーベル賞受賞者等としてのネットワークや知名度を活かし、研究教育活動の質の
向上や、国際的な連携関係の構築に寄与 

（例）・ 運営委員がサマースクール（神経科学コース）で講義（１９年７月）  

→ 毎年、内外の著名大学等から参加（博士課程の単位としても認められる） 

     ・ 研究者の採用や研究評価への助言・協力  
     
［経費］  

事業費： 毎年度 ３０～３７百万円 （委員謝金、旅費、その他開催経費） 
（委員謝金） 年間 １０，０００米ドル、１回出席当たり ５，０００米ドル 
 
 ① ノーベル賞受賞者に対し礼を失することなく、主体的責任を果たしていただくため必要な額として、理

事長決定による内部規則で設定。 

② 年間報酬は、主な国立大学の非常勤理事の報酬（１４４万円～８０５．７万円）を参考に、出席謝金は、

ノーベル賞受賞者の講演料（最大１０，０００米ドル）を参考に、総合的に勘案して金額を設定。 

③ 沖縄で２日間開催の場合、移動を含め最大で５日間程度拘束。 

運営委員会について 

（共同議長） 有馬 朗人 （財）日本科学技術振興財団会長、元文部科学大臣、元東大総長 
         ﾄｰｽﾃﾝ・ｳﾞｨｰｾﾞﾙ  ロックフェラー大学名誉学長 （１９８１年ノーベル医学・生理学賞）  
（委員） ジェローム・フリードマン  マサチューセッツ工科大教授（１９９０年ノーベル物理学賞） 

ティモシー・ハント  英国癌研究所（２００１年ノーベル医学・生理学賞） 
黒川 清        政策研究大学院大学教授、前日本学術会議会長 
金澤 一郎       日本学術会議会長 
李 遠哲       台湾中央研究院名誉会長（１９８６年ノーベル化学賞） 
マーティン・リース  英国王立協会会長 
尚 弘子       琉球大学名誉教授、元沖縄県副知事 
利根川 進    マサチューセッツ工科大教授、（独）理化学研究所脳科学総合センター長 

                （１９８７年ノーベル医学・生理学賞） 



 

 

論点等説明シート（行革担当部局用） 

独立行政法人名 （独）沖縄科学技術研究基盤整備機構 

事 業 名 運営委員会の経費 

論点等 

 

１．運営委員会は、機構法に基づき機構の運営や大学院大学のあり方を

審議（Ｈ17 年度からＨ21 年度までに計９回開催）（参考１）。 
 
２．運営委員会の委員への謝金、旅費、会場費等の開催経費が高額であ

り、１回の開催経費は平均で約 1,800 万円（参考２）。 
 

（参考） 

運営委員への年間報酬：１万 US ドル 

運営委員会の出席１回当りの謝金：５千 US ドル 
 

３．事務局職員の平均年間給与額は、約 830 万円、ラスパイレス指数（年

齢勘案）は、132.7（いずれも H20 年度実績）。 
 

４．大学院大学のキャンパス整備において、予算額を大幅に超過した事

例あり（予算額 138 億円に対し、40 億円超過。Ｈ22 年３月、前原大

臣より改革を行うよう指示）。 
 
５．以上を踏まえ、 
 
（１）高額な運営委員会の開催経費について、縮減すべきではないか。 
 

（２）このような運営の背景には、理事長等によるガバナンスの問題が

あるのではないか（理事長は、現在、海外在住）。 
 

事業番号Ａ－１ 

（行革担当部局用） 



（参考１）運営委員会の開催実績 

回次 期間 開催地 会場 

１ 平成 18 年１月 10 日 サンフランシスコ Mark Hopkins InterContinental 

２ 平成 18 年５月 27 日 東京 六本木アカデミーヒルズ 

３ 平成 18 年 12 月 11 日 東京 ホテルオークラ 

４ 平成 19 年７月９日 沖縄 万国津梁館 

５ 平成 20 年１月 24 日～25 日 東京 ホテル日航東京 

６ 平成 20 年７月 28 日～29 日

平成 20 年７月 30 日 

沖縄 

東京 

沖縄機構 

ホテルオークラ 

７ 平成 21 年２月 16 日～17 日 東京 ホテルオークラ 

８ 平成 21 年 10 月８日～９日 東京 ホテルニューオータニ東京 

９ 平成 22 年３月 26 日～28 日 沖縄 沖縄機構 

 

（参考２）運営委員会の開催経費 

 Ｈ17 年度 Ｈ18 年度 Ｈ19 年度 Ｈ20 年度 Ｈ21 年度 

開催回数 １回 ２回 ２回 ２回 ２回 

謝金 1,420 万円 1,550 万円 1,570 万円 1,610万円 1,490 万円

旅費 490 万円 890 万円 950 万円 1,430万円 900 万円

その他開催経費 1,450 万円 620 万円 690 万円 690 万円 810 万円

計 3,360 万円 3,050 万円 3,220 万円 3,730万円 3,200 万円

 

（参考３）自由民主党「政策棚卸し・事業仕分け」結果（Ｈ22 年 4 月）（抜粋） 

 

事業名：（独）沖縄科学技術研究基盤整備機構 

 

【評価者判断】 

不要１、要改善９、継続１ 

 

【座長判断】 

構想はそれなりに評価。しかしあまりに管理がでたらめ。 

 

【仕分け人コメント】 

・ 沖縄の自立的発展と世界の科学技術の発展という極めて高い目的設定に対し、運

営体制また担当府の管理体制がずさんで、目的を実現できる目途が見えない。 

・ガバナンスの機能不全。改善なければ新たな投資は国民の理解を得られない。 
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NO. 所管

事
業
の
概
要

○平成24年度の開学に向けた大学院大学の組織体制及び教育課程等に関する検討等
　（平成23年3月に文部科学大臣に対し、寄附行為及び大学設置の認可申請を行う）
　・法人の寄附行為や教育課程の作成等、大学設置等認可申請の準備
　・学生獲得に向けた戦略的な取組の検討
　・連携大学院制度を活用した学生の受入れ

※ 沖縄科学技術大学院大学学園法に基づき任命された設立委員が、学長の人選、大学設置認可
   の申請準備等を進めている。（機構は設立委員の事務局として必要な業務を行う）

【大学院大学の検討状況】
　・博士課程のみ。開学後の初期段階では、約50人規模の教授陣で毎年約20名の学生を受入れ。
　・教育研究は英語で行う。学生、教員の半数以上は外国人となることを想定。　　等

【管理運営体制の構築】
　本年3月、沖縄担当大臣から、平成24年度開学に向け、早急な管理運営体制の強化を指示。
　内閣府において厳格なフォローアップを実施していく。

○大学院大学恩納キャンパスにおいて研究棟等の整備（平成22年3月、一部供用開始）

大学院大学設置準
備活動

施設の整備

事業名

先行的研究事業

　

沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）及び沖縄振興計画（平成14年）では、「本土との格差
是正」から大きくコンセプトを転換し、沖縄の自立的発展に向けた主要施策の一つとして、アジ
ア・太平洋地域さらには世界に開かれた中核的教育研究機関として、世界最高水準の自然科学系の
大学院大学を整備することとされている。
本機構は、平成17年9月、その推進主体として設立され、沖縄の自立的発展及び世界の科学技術の発
展に寄与することを目的とし、主に次の事業を実施するものである。
　①沖縄科学技術大学院大学の設置準備
　②国際的な評価の確立を図るための先行的研究事業

※1 沖縄科学技術大学院大学学園法（平成21年法律第76号）に基づき、平成23年度（注１）に学校
法人の沖縄科学技術大学院大学学園が成立した時に、機構は解散することとなっている。
　（注１）例年、10月末に文部科学大臣が認可している。 （注２）学園に必要な権利・義務は承継する。

※2 理事長・理事及び運営委員会
　理事長：シドニー・ブレナー（2002年ノーベル医学・生理学賞）
 理事　：ロバート・バックマン（元米国立衛生研究所 国立神経疾患・脳卒中研究所副所長）
　

 運営委員会：科学技術に優れた識見を有する者等10名で構成（機構法で規定）
（役割） ・機構の重要事項（中期計画の作成・変更等）に係る議決
　　　　 ・理事長任命に係る大臣への意見具申、機構の業務の実施状況の監視
　　　　 ・理事長の諮問に応じ意見具申、大学院大学の在り方等に係る建議　等

H17.9  独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構
  （注）国の事業の外部化や特殊法人からの移行ではなく、新たに設立。

概要

○大学院大学に移行するための先行的研究事業として、23の研究ユニットの下で内外から集まった
　研究者が、従来の科学の分野の境界を乗り越えた学際的で先端的な研究プロジェクトを展開。
　・主任研究者23人（うち外国人13人）、27ヵ国・地域から集まった計173人（うち外国人64人
　　（約4割））が研究事業に従事
　・平成20年の論文発表は71件（うち4件はネイチャー又はサイエンスに掲載）
　・平成21年度の共同研究・受託研究は25件（うち4件は国外研究機関）

［研究分野及び研究名の具体例］
　・神経科学分野：神経回路の学習メカニズム　等
　・分子科学分野：細胞間相互作用の制御機構　等
　・数学・計算科学：人工知能の「学習」　等
　・環境科学（海洋生物研究等）：「サンゴ―褐虫藻ゲノム」の解読　等

○国際ワークショップ・セミナー等の開催
　・国内外の若手研究者や学生等を対象に、国際ワークショップ（平成21年度は8回実施、
　　参加者362人（うち海外の大学等から175人））
　　(特に毎年実施しているサマースクールについては、内外の大学院から単位として認定）
　

※上記の事業については、地域との連携や研究者と地元での交流促進にも努めている。
　・琉球大学、県内の研究機関等と「沖縄ゲノム研究推進協議会」を設立する（21年6月）など、
　  沖縄における知的クラスターの形成に向けて、県内外の民間企業も含めた研究交流等を促進
　・周辺自治体と協力し、小中学生向けの施設公開、中学・高校向けの出前授業に取り組み、
　  次世代の人材育成に貢献

法人概要

沿革

法人名

独立行政法人の概要（その１）

3 内閣府 沖縄科学技術研究基盤整備機構 職員の身分 非国家公務員
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NO. 所管 法人名3 内閣府 沖縄科学技術研究基盤整備機構 職員の身分 非国家公務員

( ) ( ) ( ) ( )

常勤役員数 ( ) ( ) ( ) ( )

非常勤役員数 ( ) ( ) ( ) ( )

[ 0 ]( 1 )

( ) ( ) ( ) ( )

( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

うち運営費交付金

うち施設整備費補助金

うちその他の補助金等

うち運営費交付金

うち施設整備費補助金

うちその他の補助金等

※１　独立行政法人の職員のラスパイレス指数の算定の元となる法人給与等実態調査上、年俸制職員は算定対象から除外されており、
現在公表されている最新の機構の給与水準（平成20年度の給与水準）は、平成21年４月１日時点で在職する定年制職員（月額制）のう
ち、平成20年度の年間報酬を満額支給された者のみが対象となっている。
　これに、年俸制の職員（事務・技術職員）＊1を加えて、職員のラスパイレス指数を試算すると、102.6（年齢勘案）＊2となる。
＊1　平成21年４月１日時点で在職し、かつ、平成20年度の年間報酬を満額支給された者。
＊2　このラスパイレス指数は、法人の公表資料を参考に試算したものである。

※３　平成22年度の支出予算額及び収入予算額は、機構の平成22年度の年度計画における年度計画予算（15,996百万円）と一致しない
が、これは、年度計画における予算表示を予算現額とする方式に改めたためであり、本資料においては、比較の便宜を図る観点から、
国からの財政支出に自己収入等を加算した平成21年度までの表示方式に合わせて記載することとしたものである。

－

給与水準【研究職員】 （年齢・地域・学歴勘案）※２ － － － － － － － －

141.6 －132.7※１ （141.9）給与水準【事務・技術職員】 （年齢・地域・学歴勘案） 145.3 155.1 132.7

0 14 0 17非常勤職員数（官庁ＯＢ)(1.1時点) 8 0 11

常勤職員数[官庁ＯＢ](現役出向)(1.1時点)

※２　法人給与等実態調査においては、年俸制である機構の研究職員は、ラスパイレス指数による給与比較の対象外である。
　なお、研究職員の平均給与額は、毎年度法人のホームページ上で公表しており、各年度の平均給与額を示すと以下のとおりである
（沖縄機構［全独法平均］で表記）。
●平成18年度 814.4万円［909.9万円］、●平成19年度 911.8万円［909.7万円］、●平成20年度 846.8万円［904.0万円］

非人件費ポストの官庁OB数（H21.12.11時点)（廃止予定ポスト） 0 0

（参考）事業仕分けにおける指摘事項等

4,419 6,286

4,283 4,454

13,398　※３

93 140

役員総数(官庁OB数)(10.1時点) 4 2 4 44 1

平成20年度 平成21年度

1

平成18年度 平成19年度

13,309

-

- -

-

-

--

平成19年度（当初） 平成21年度（当初）

5,718 8,167

8,702 10,740 11,229 13,309

1

5,142

1

1 0

3

平成22年度（当初）

200

0

0 2 02 1 2

-

2 1

171

5,511

平成20年度（当初）

2 1 2 1

-

- - -

支出予算額の推移（百万円）

-

--

-

11,229

10,766 11,284

8,702

8,702

10,740

-

国からの
財政支出
額の推移
（百万円）

計

特別会計

一般会計

年度

-

- -

【反映の状況】

【評　　　決】

【項　目　名】

13,398　※３

国の財政支出/収入予算額（％） 100 99.8 99.5 99.3　※３

収入予算額の推移（百万円） 8,702 10,766 11,284

財務データ
（平成20年度、百万円）

資産合計 16,603 うち流動資産 1,439

負債合計 13,136 純資産合計 3,467 うち利益剰余金 348
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NO. 所管

○事務・事業の構造等（平成21年度）

自
己
収
入

○国からの財政支出のうち特別会計からの支出の状況（特別会計別内訳）

<平成21年度予算合計>
（金額：百万円）

（金額：百万円）

(平成21年度合計)

特定関連会社・公益法人への支出

国
費

運営費交付金 -

0.5

（財）日本建設情
報総合センター

0.3

※機構の特定関連会社はない。
※上記公益法人への支出は、主に試薬
や図書の購入によるものである。

0.3

（社）企業研究会
（社）日本経営協会
（社）日本ボイラ協会
（財）経済調査会
（財）ヒューマンサイエ
ンス振興財団
（財）高輝度光科学研究
センター
（社）日本数学会
（財）日本防火協会
（社）日本生化学会
（財）核物質管理セン
ター
（社）電子情報通信学会
（財）原子力安全技術セ
ンター
（公財）助成財団セン
ター
（社）雇用問題研究会
（財）二十一世紀職業財
団
（社）化学情報協会
（財）行政管理研究セン
ター
（財）文教協会

（受託研究費・寄
附金等）

5,511

（財）沖縄電気保
安協会

55

○○特別会計

事務・事業名

○○特別会計

事務・事業のスキーム
（個別事業分類ごとの

決定スキーム、関係法条等）

大学院大学設置準
備活動

先行的研究事業

・沖縄振興特別措置法（第85条第
2項）で沖縄科学技術大学院大学
の整備を規定。
・独立行政法人沖縄科学技術研究
基盤整備機構法（第3条及び第16
条）で独立行政法人沖縄科学技術
研究基盤整備機構による大学院大
学の設置準備及び研究開発等につ
いて規定。
・沖縄科学技術大学院大学学園法
（附則第2条）で、内閣総理大臣
に任命された設立委員が、学園の
設立に関する事務を行うことを規
定。
・中期目標、中期計画及び年度計
画において、大学院大学の設置準
備について記載。

・沖縄振興特別措置法（第85条第
2項）で沖縄科学技術大学院大学
の整備を規定。
・独立行政法人沖縄科学技術研究
基盤整備機構法（第3条及び第16
条）で独立行政法人沖縄科学技術
研究基盤整備機構による大学院大
学の設置準備及び研究開発等につ
いて規定。
・中期目標、中期計画及び年度計
画において、研究開発活動及び研
究者養成等について記載。

○○特別会計

特別会計

施設の整備

合計

法人合計

5,511

・沖縄振興特別措置法（第85条第
2項）で沖縄科学技術大学院大学
の整備を規定。
・独立行政法人沖縄科学技術研究
基盤整備機構法（第3条及び第16
条）で独立行政法人沖縄科学技術
研究基盤整備機構による大学院大
学の設置準備及び研究開発等につ
いて規定。
・中期目標、中期計画及び年度計
画において、大学院大学の施設の
整備について記載。

事
務
・
事
業
の
構
造
等
（
平
成
2
1
年
度
）

施設整備補助金

法人名

独立行政法人の概要（その２）

3 内閣府 沖縄科学技術研究基盤整備機構

法人名 額

支出予算額
(平成21年度合計)

収入予算額

内訳 （名称） （額）

(平成21年度合計)

自
己
収
入

運営費交付金

合計

0.8

（社）日本動物学
会

（社）日本アイソ
トープ協会

0.3

国
費

-

施設整備補助金 5,511

※「先行的研究事業」及び「大学院大学設置準備活動」に係る予算は、上記の事務・事業の区分に対応した予算区分を設けていないた
め、区別して記載することは困難である。

5,773※

5,773※合計

5,718

-

（　　　　　）

該当なし


	A-1統合版.pdf
	A-1沖縄機構.pdf
	Ａ_1_運営経費
	A_1_運営経費①.pdf
	A_1_運営経費②.pdf


	Ａ－１沖縄機構・法人シート（その１、その２）

